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大阪府は、障害者自立支援法の規定により、下記の指定障がい福祉サービス事業者の指定を取り消しましたのでお知らせします。

記

１. 指定取消対象事業者

（１）法人名　　　特定非営利活動法人　ふりぃだむ
（２）代表者　　　理事長　藤原　義夫（ふじわら　よしお）
（３）法人所在地　　　大阪府堺市東区日置荘西町六丁４１番１８号
２. 対象事業所名称及び所在地

　　　事業所名称　　　ヘルパーステーション　ふりぃだむ
所在地　　　大阪府堺市東区日置荘西町六丁４１番１８号
　　　サービス種別　　　指定居宅介護事業（平成１８年１０月１日指定）
３. 指定取消年月日

平成２４年３月３０日

４. 指定取消の理由

（１）指定居宅介護事業

○　平成１９年１０月から平成２２年１１月、平成２３年６月から平成２３年８月までの長期にわたり、居宅介護サービスの利用者が金銭的に困っていることを理由に、毎月２万円を利用者に渡す見返りとして、虚偽のサービス提供記録等を作成し、介護給付費を不正に請求し受領していた。
○ 平成２２年１１月から平成２３年５月においては、居宅介護サービスの利用者に対し週１回のサービス提供にも係わらず、週２回の虚偽のサービス提供記録を作成し、介護給付費を不正に請求し受領していた。
○ 平成２２年５月から平成２３年９月において、居宅介護の利用者に対し１時間３０分のサービス提供であるにもかかわらず、２時間の虚偽のサービス提供記録を作成し、介護給付費を不正に請求し受領していた。

【根拠：障害者自立支援法第５０条第１項第５号（介護給付費の請求に関する不正）】

· サービスを全く行っていないにもかかわらず、虚偽の居宅介護のサービス提供記録を作成していた。
【根拠：障害者自立支援法第５０条第１項第１０号（書類の改ざんによる著しい不正行為）】

５ 事業者に対する経済上の措置

事業者に対する経済上の措置として、介護給付費を支給した堺市に対し、不正に受け取っていた介護給付費４，４０６，４１８円（指定居宅介護事業）を返還させるほか、障害者自立支援法第８条第２項の規定により返還させる額に１００分の４０を乗じて得た加算額を支払わせる。
